
受注促進・工賃向上設備整備費補助事業補助金の協議を行うにあたっては、下記の事項に留意の上、提出書類の作成及び必要書類の準備をお願いいたします。
※協議書提出の前にお電話にてご相談をお願いいたします。（就労支援担当：03－5320－4158）
Ⅰ　協議書の鑑文について
　（「受注促進・工賃向上設備整備費補助事業補助金の協議について」）
	事　　　　項
	記入内容及び注意事項

	日付
	協議書の提出日とする。

	あて先
	「東京都知事」あてとする。

	協議者
	　　法人名、法人代表者氏名、住所を記入し、法人代表者印を押す。

	協議額
	別紙１「協議額算出内訳」により算出された上段の当該年度分のG欄の額を記入する。

	その他
	過去10年間における施設整備費の補助金の交付を受けている場合、「有・無」の該当に○をし、その具体的内容（補助金の正式名称）を記入する。
（例）平成１７年「小規模通所授産事業（精神）　○○○○園」
　　　　　障害者通所施設等整備費補助金　○○,○○○千円


Ⅱ　「別紙１　協議額算出内訳」の書き方
	事　　　　項
	記入内容及び注意事項

	事業所の名称
	上記Ⅰと同じ事業所名を記入する。

	総事業費（A欄）
	当該事業の整備に係る総事業費を記入する。

	対象経費の実支出額
（予定）（B欄）
	総事業費の内、補助対象となる経費の実支出額を記入する
※次に掲げる経費は補助対象とならないので、対象経費の実支出(予定）額には含まないこと
・老朽化・耐震化に伴う費用
・居室に設置する入居者個人が負担すべきもの　など

	寄附金その他の収入額
（C欄）
	他の団体等から寄附金がある場合、又は他の団体等から補助金の交付を受ける場合は対象経費の実支出から控除するため、その収入額を記入する。

	補助要綱別表に定める補助基準額（E欄）
	補助要綱別表に定める補助基準額


	都補助金基本額（F欄）
	D欄とE欄の額を比較して低い方の額を記入する。

	都補助金所要額（G欄）
	F欄の額に補助率（1/2）を乗じて得た額を記入する。
　ただし、1,000円未満の端数が生じた場合は切り捨てる。　


Ⅲ　「別紙２　事業計画書」の書き方

	事　　　　項
	記入内容及び注意事項

	１　事業所の名称、

所在地
	上記Ⅰと同じ事業所の名称を記入する。


	２　事業の目的及び効果
	当該整備を行う目的及びその効果を記入する。

	３　設置主体
	当該整備を行う法人の名称及び、その所在地を記入する。

	４　利用定員
	当該事業に係る利用定員を記入する。

	５　整備費内訳
	　見積書に基づき、整備費の内訳を整備費等内訳（別紙３）に記入し、添付すること。

	６　財源内訳
	○東京都補助金
  別紙１「協議額算出内訳」により算出された（G欄）の額を記入する。
○設置者負担金
  「自己財源」欄、「寄附金」欄、「その他の収入」欄、「借入金」欄の額をそれぞれ記入し、その合計を算出し、「合計」欄に記入する。
　※「東京都補助金」及び「設置者負担金」の合計が総事業費となるよう注意すること。


Ⅳ　その他（添付書類）について

	提出書類
	注　意　事　項

	法人関係書類（一式）
	「法人の概要・沿革」「法人の定款」「法人登記事項証明書」「当該年度の収支予算書」「前年度の決算報告書」を添付すること。

	預金残高証明書
	自己負担がある場合、自己財源の有無を確認するため、協議書提出時点での預金残高証明書を添付すること。自己財源が確保されてないと補助の対象となりません。

	借入金償還計画表
	整備を行うにあたり、借入を行う場合は、その償還計画を明確にし、提出すること（参考例１参照）。
　償還財源等を明確にし、無理のない償還計画とすること。

	事業費種別等内訳書
	整備費等内訳（別紙３）に記入し、添付すること。

	製品を判断できる資料、見積書
	製品の種類、型番、価格等を判断できるカタログの写し、見積書等の資料を添付すること。

	配置図
	設備の設置場所や車両の駐車予定場所を明記した配置図を添付すること。

	購入理由書及び工賃向上のための行動計画
	利用者の工賃向上に直接寄与する整備であることを明確にし、また工賃向上のための今後の取組を記載する、工賃向上のための行動計画を添付すること。

	工賃アップセミナー受講確認書（誓約書）
	過去３年間に、事業所職員が工賃アップセミナーを受講しているかを確認するため、受講確認書に受講の有無を記入し、添付すること。未受講の場合は、直近に行われる工賃アップセミナーを受講する誓約書を添付すること。

	受注促進・工賃向上設備費補助協議に係る誓約書
	本補助金要綱により、補助協議するに当たって、事業所の設備買換えが禁止されているため、その旨の誓約書を添付すること。


「受注促進・工賃向上設備整備費補助事業補助金」協議書類作成上の注意事項








